予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：薬務水道費　目：薬務費
	事業名　新薬物相談窓口強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　薬務水道課　生産指導監視係　電話番号：058-272-1111（内2574）

　　　　　　　E-mail： c11224@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　216千円（前年度予算額： 　　　0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	216
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	216

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・薬物事犯検挙人員は依然として高水準で推移し、近年、未成年や若年層を中心に大麻、MDMA等合成麻薬や違法ドラッグの乱用が拡大するなど予断を許さない状況が続いている。

    ・地域住民からの薬物乱用に関する相談等に応ずるため、県立11保健所及びセンター、岐阜市保健所並びに県精神保健福祉センターに「薬物相談窓口」を開設している。

　　・行政の相談窓口は平日対応のみであるため、行政が対応していない時間帯での相談応需と相談窓口の啓発を行う。
（２）事業内容

・民間事業者に委託して、毎月第2、第4土曜日（４時間／１日）に薬物相談窓口を開設するとともに、相談窓口に関する啓発を行う。

（３）県負担・補助率の考え方
　　・平成22年度から地域自殺対策緊急強化基金を活用して事業を実施しており、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	216
	電話相談窓口等業務委託

	合計
	216
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
 (1) 行政の薬物相談窓口の設置とその実績

・県立11保健所・センター、岐阜市保健所及び精神保健福祉センターに「薬物相談窓口」を開設。

     　　 ○薬物に関する相談件数　 　                        （件）   
	 年度
	 16
	 17
	 18
	 19
	 20
	 21
	 22
	23
	24

	 件数
	 63
	 51
	 20
	 36
	 47
	 36
	 33
	28
	45


※岐阜市保健所及び精神保健福祉センターを含む。

※16，17年度は違法薬物以外（アルコール）の相談を含む。
(2) 民間委託による薬物相談
・休日の相談体制を強化するため、平成22年度から地域自殺対策緊急強化基金を活用し、「特定非営利活動法人岐阜ダルク」に薬物相談窓口の開設を委託。
開設場所：岐阜市長住町7-3　特定非営利活動法人「岐阜ダルク」
相談日時：第２，４土曜日　10：00～12：00、13：00～15：00

	相談件数
	相談者
	対象薬物
	

	
	本人


	両親


	その他


	覚せい剤


	処方薬･
市販薬
	違法
ドラッグ
	その他



	H22実績

53件
	26
	11
	17
	22
	19
	－
	21

	H23実績
45件
	25
	14
	8
	21
	13
	－
	27

	H24実績

58件
	20
	24
	14
	22
	17
	11
	20


　　　　　　　　H25速報：4月～6月　32件、7月～9月　22件　計54件　　　

※H24から対象薬物に違法ドラッグの区分を追加
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・薬物乱用者薬物相談窓口の休日における応需体制を強化する。
・薬物相談窓口の周知を図る。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・薬物相談は、薬物依存症者やその家族の相談に対応するものであり、指標を設定することは困難。また、相談数の多寡により評価することは適当でないため。


（前年度の取組）

	「特定非営利活動法人岐阜ダルク」に薬物相談窓口の応対等を委託した。

１　薬物相談窓口の設置及び相談応需
相談日時：第２，４土曜日　10：00～12：00、13：00～15：00

２　薬物相談窓口の周知
　　　薬物依存症の回復支援等に関する普及啓発用の資材（冊子）を作成し、講演会等のほか、薬物依存症者や家族への支援活動において配布した。


（前年度の成果）

	相談件数
	相談者
	対象薬物
	
		本人

	両親

	その他

	覚せい剤

	処方薬･

市販薬
	違法

ドラッグ
	その他


	H24実績

58件
	20

	24

	14

	22

	17

	11

	20



	・平成24年度の相談実績

・啓発資材を６００部作成し、相談者やイベント等で配布した。　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	違法ドラッグによる救急搬送事例や交通事故など、薬物に関する問題は多様化しており、相談窓口の必要性は極めて高くなっている。行政が対応していない時間帯での相談応需は特に必要となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	本事業により、平成２４年度は５８件の相談を応需した。行政機関設置相談窓口の応需実績が４５件であることを考慮すると、極めて有効である。今後も継続的に実施する必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯

	　年間２４日の相談で５８件の相談を応需しており、行政機関設置相談窓口と比較すると効率は極めて高い。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　・インターネットや宅配の利用拡大などにより、薬物の入手が容易になっていることもあり、安易に薬物使用が行われる社会環境となっている。今後も相談窓口の周知を図り、相談に応需する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　・相談実績から、行政機関が設置する相談窓口よりも県民からのニーズが高いと評価している。今後も継続して民間事業者による薬物相談窓口の設置及び相談応需並びに相談窓口の周知を実施する。


